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代表取締役会長

川上康男
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山下学

価格高騰の長期化など厳しい環境下のなか、もの

づくりへの妥協しない姿勢でグループをあげて原価

低減に取り組んでまいりました。

　売上高を製品別に見ますと、給湯機器につきま

しては、エコフィールやエコジョーズといった高効率

給湯機器の売上は好調に推移しましたが、全体で

110億37百万円（前年同期比0.8％減）となりまし

た。空調機器につきましては、ハウスメーカー向け

のヒートポンプ式熱源機が好調だったことから、全

体で69億37百万円（同3.9％増）となりました。シス

テム機器につきましては、システムバス等の売上は

横ばいで推移し、全体で5億43百万円（同0.5％増）

となりました。ソーラー機器・その他につきましては、

エネワイターやその他関連部品の売上が増加し、

全体で15億86百万円（同4.4％増）となりました。エ

ンジニアリング部門につきましては、10億26百万円

（同19.4％減）となりました。

　この結果、当中間連結会計期間の売上高は

211億29百万円（同0.0％減）となりました。利益面

につきましては、前年6月より実施した製品価格改

定の効果に加え、グループを挙げてコスト低減に取

り組みました結果、営業利益は5億61百万円（同

637.5％増）となりましたが、経常利益については匿

名組合投資損失を計上したことにより12億48百万

円（同16.6％減）、親会社株主に帰属する中間純

利益は、9億91百万円（同645.3％増）となりました。

　今後の見通しにつきましては、中東情勢の緊迫

化が及ぼす影響に留意する必要はありますが、ＡＩ需

要の増加による半導体関連の投資拡大や政府に

よる物価高対策を受けて、景気は総じて緩やかな

回復基調が続いていくと思われます。一方、当社グ

ループの商品需要とも関係の深い建築業界におき

ましては、建設コスト上昇や住宅ローン金利が上昇

基調で推移していることなどから、新設住宅着工戸

数については今後も弱含みで推移していくと予想さ

れます。

　このような経営環境のなか当社グループでは、脱

炭素社会の実現に向けて、お客様がより快適にご

使用いただける製品のラインアップ強化とシェアアッ

プに取り組み、グループをあげて業績の向上と経営

全般の合理化に努力する所存であります。

　株主の皆様には、格別のご理解を賜りますととも

に、今後とも変わらぬご指導、ご鞭撻をお願い申し

上げます。

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、緩

やかな回復傾向が続いておりますが、長期化するウ

クライナ情勢に加え、中東情勢による影響等の地政

学リスクにより、原油の調達不安や各種価格の上

昇が懸念されており、景気や企業業績への影響に

ついても先行きは不透明な状況が続いております。

　当社グループの商品需要とも関係の深い建築業

界におきましては、建築コストの上昇による住宅価

格の高止まりや、中東情勢に起因する石油化学製

品の供給懸念に加え、住宅ローン金利も上昇して

おり、新設住宅着工戸数は全体的には弱含みの

状況で推移しております。

　このような状況の中、当社グループにおきまして

は、「ウルトラファインバブル機能搭載の給湯器」を

重点的に販促強化するなど、お客様に快適な生

活をご提供する製品の普及拡大を目指してまいりま

した。

　研究開発部門では、石油、ガス、エコキュートと

いう３つの熱源すべての給湯器で「ウルトラファイン

バブル機能」をラインアップするなど当社ならではの

商品開発をおこなってまいりました。

　一方、生産・購買部門におきましては、原材料

価格高騰の長期化など厳しい環境下のなか、もの

づくりへの妥協しない姿勢でグループをあげて原価

低減に取り組んでまいりました。

　売上高を製品別に見ますと、給湯機器につきま

しては、エコフィールやエコジョーズといった高効率

給湯機器の売上は好調に推移しましたが、全体で

110億37百万円（前年同期比0.8％減）となりまし

た。空調機器につきましては、ハウスメーカー向け

のヒートポンプ式熱源機が好調だったことから、全

体で69億37百万円（同3.9％増）となりました。シス

テム機器につきましては、システムバス等の売上は

横ばいで推移し、全体で5億43百万円（同0.5％増）

となりました。ソーラー機器・その他につきましては、

エネワイターやその他関連部品の売上が増加し、

全体で15億86百万円（同4.4％増）となりました。エ

ンジニアリング部門につきましては、10億26百万円

（同19.4％減）となりました。

　この結果、当中間連結会計期間の売上高は

211億29百万円（同0.0％減）となりました。利益面

につきましては、前年6月より実施した製品価格改

定の効果に加え、グループを挙げてコスト低減に取

り組みました結果、営業利益は5億61百万円（同

637.5％増）となりましたが、経常利益については匿

名組合投資損失を計上したことにより12億48百万

円（同16.6％減）、親会社株主に帰属する中間純

利益は、9億91百万円（同645.3％増）となりました。

　今後の見通しにつきましては、中東情勢の緊迫

化が及ぼす影響に留意する必要はありますが、ＡＩ需

要の増加による半導体関連の投資拡大や政府に

よる物価高対策を受けて、景気は総じて緩やかな

回復基調が続いていくと思われます。一方、当社グ

ループの商品需要とも関係の深い建築業界におき

ましては、建設コスト上昇や住宅ローン金利が上昇

基調で推移していることなどから、新設住宅着工戸

数については今後も弱含みで推移していくと予想さ

れます。

　このような経営環境のなか当社グループでは、脱

炭素社会の実現に向けて、お客様がより快適にご

使用いただける製品のラインアップ強化とシェアアッ

プに取り組み、グループをあげて業績の向上と経営

全般の合理化に努力する所存であります。

　株主の皆様には、格別のご理解を賜りますととも

に、今後とも変わらぬご指導、ご鞭撻をお願い申し

上げます。

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、緩

やかな回復傾向が続いておりますが、長期化するウ

クライナ情勢に加え、中東情勢による影響等の地政

学リスクにより、原油の調達不安や各種価格の上

昇が懸念されており、景気や企業業績への影響に

ついても先行きは不透明な状況が続いております。

　当社グループの商品需要とも関係の深い建築業

界におきましては、建築コストの上昇による住宅価

格の高止まりや、中東情勢に起因する石油化学製

品の供給懸念に加え、住宅ローン金利も上昇して

おり、新設住宅着工戸数は全体的には弱含みの

状況で推移しております。

　このような状況の中、当社グループにおきまして

は、「ウルトラファインバブル機能搭載の給湯器」を

重点的に販促強化するなど、お客様に快適な生

活をご提供する製品の普及拡大を目指してまいりま

した。

　研究開発部門では、石油、ガス、エコキュートと

いう３つの熱源すべての給湯器で「ウルトラファイン

バブル機能」をラインアップするなど当社ならではの

商品開発をおこなってまいりました。

　一方、生産・購買部門におきましては、原材料



価格高騰の長期化など厳しい環境下のなか、もの

づくりへの妥協しない姿勢でグループをあげて原価

低減に取り組んでまいりました。

　売上高を製品別に見ますと、給湯機器につきま

しては、エコフィールやエコジョーズといった高効率

給湯機器の売上は好調に推移しましたが、全体で

110億37百万円（前年同期比0.8％減）となりまし

た。空調機器につきましては、ハウスメーカー向け

のヒートポンプ式熱源機が好調だったことから、全

体で69億37百万円（同3.9％増）となりました。シス

テム機器につきましては、システムバス等の売上は

横ばいで推移し、全体で5億43百万円（同0.5％増）

となりました。ソーラー機器・その他につきましては、

エネワイターやその他関連部品の売上が増加し、

全体で15億86百万円（同4.4％増）となりました。エ

ンジニアリング部門につきましては、10億26百万円

（同19.4％減）となりました。

　この結果、当中間連結会計期間の売上高は

211億29百万円（同0.0％減）となりました。利益面

につきましては、前年6月より実施した製品価格改

定の効果に加え、グループを挙げてコスト低減に取

り組みました結果、営業利益は5億61百万円（同

637.5％増）となりましたが、経常利益については匿

名組合投資損失を計上したことにより12億48百万

円（同16.6％減）、親会社株主に帰属する中間純

利益は、9億91百万円（同645.3％増）となりました。

　今後の見通しにつきましては、中東情勢の緊迫

化が及ぼす影響に留意する必要はありますが、ＡＩ需

要の増加による半導体関連の投資拡大や政府に

よる物価高対策を受けて、景気は総じて緩やかな

回復基調が続いていくと思われます。一方、当社グ

ループの商品需要とも関係の深い建築業界におき

ましては、建設コスト上昇や住宅ローン金利が上昇

基調で推移していることなどから、新設住宅着工戸

数については今後も弱含みで推移していくと予想さ

れます。

　このような経営環境のなか当社グループでは、脱

炭素社会の実現に向けて、お客様がより快適にご

使用いただける製品のラインアップ強化とシェアアッ

プに取り組み、グループをあげて業績の向上と経営

全般の合理化に努力する所存であります。

　株主の皆様には、格別のご理解を賜りますととも

に、今後とも変わらぬご指導、ご鞭撻をお願い申し

上げます。

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、緩

やかな回復傾向が続いておりますが、長期化するウ

クライナ情勢に加え、中東情勢による影響等の地政

学リスクにより、原油の調達不安や各種価格の上

昇が懸念されており、景気や企業業績への影響に

ついても先行きは不透明な状況が続いております。

　当社グループの商品需要とも関係の深い建築業

界におきましては、建築コストの上昇による住宅価

格の高止まりや、中東情勢に起因する石油化学製

品の供給懸念に加え、住宅ローン金利も上昇して

おり、新設住宅着工戸数は全体的には弱含みの

状況で推移しております。

　このような状況の中、当社グループにおきまして

は、「ウルトラファインバブル機能搭載の給湯器」を

重点的に販促強化するなど、お客様に快適な生

活をご提供する製品の普及拡大を目指してまいりま

した。

　研究開発部門では、石油、ガス、エコキュートと

いう３つの熱源すべての給湯器で「ウルトラファイン

バブル機能」をラインアップするなど当社ならではの

商品開発をおこなってまいりました。

　一方、生産・購買部門におきましては、原材料

2

価格高騰の長期化など厳しい環境下のなか、もの

づくりへの妥協しない姿勢でグループをあげて原価

低減に取り組んでまいりました。

　売上高を製品別に見ますと、給湯機器につきま

しては、エコフィールやエコジョーズといった高効率

給湯機器の売上は好調に推移しましたが、全体で

110億37百万円（前年同期比0.8％減）となりまし

た。空調機器につきましては、ハウスメーカー向け

のヒートポンプ式熱源機が好調だったことから、全

体で69億37百万円（同3.9％増）となりました。シス

テム機器につきましては、システムバス等の売上は

横ばいで推移し、全体で5億43百万円（同0.5％増）

となりました。ソーラー機器・その他につきましては、

エネワイターやその他関連部品の売上が増加し、

全体で15億86百万円（同4.4％増）となりました。エ

ンジニアリング部門につきましては、10億26百万円

（同19.4％減）となりました。

　この結果、当中間連結会計期間の売上高は

211億29百万円（同0.0％減）となりました。利益面

につきましては、前年6月より実施した製品価格改

定の効果に加え、グループを挙げてコスト低減に取

り組みました結果、営業利益は5億61百万円（同

637.5％増）となりましたが、経常利益については匿

名組合投資損失を計上したことにより12億48百万

円（同16.6％減）、親会社株主に帰属する中間純

利益は、9億91百万円（同645.3％増）となりました。

　今後の見通しにつきましては、中東情勢の緊迫

化が及ぼす影響に留意する必要はありますが、ＡＩ需

要の増加による半導体関連の投資拡大や政府に

よる物価高対策を受けて、景気は総じて緩やかな

回復基調が続いていくと思われます。一方、当社グ

ループの商品需要とも関係の深い建築業界におき

ましては、建設コスト上昇や住宅ローン金利が上昇

基調で推移していることなどから、新設住宅着工戸

数については今後も弱含みで推移していくと予想さ

れます。

　このような経営環境のなか当社グループでは、脱

炭素社会の実現に向けて、お客様がより快適にご

使用いただける製品のラインアップ強化とシェアアッ

プに取り組み、グループをあげて業績の向上と経営

全般の合理化に努力する所存であります。

　株主の皆様には、格別のご理解を賜りますととも

に、今後とも変わらぬご指導、ご鞭撻をお願い申し

上げます。

　当中間連結会計期間におけるわが国経済は、緩

やかな回復傾向が続いておりますが、長期化するウ

クライナ情勢に加え、中東情勢による影響等の地政

学リスクにより、原油の調達不安や各種価格の上

昇が懸念されており、景気や企業業績への影響に

ついても先行きは不透明な状況が続いております。

　当社グループの商品需要とも関係の深い建築業

界におきましては、建築コストの上昇による住宅価

格の高止まりや、中東情勢に起因する石油化学製

品の供給懸念に加え、住宅ローン金利も上昇して

おり、新設住宅着工戸数は全体的には弱含みの

状況で推移しております。

　このような状況の中、当社グループにおきまして

は、「ウルトラファインバブル機能搭載の給湯器」を

重点的に販促強化するなど、お客様に快適な生

活をご提供する製品の普及拡大を目指してまいりま

した。

　研究開発部門では、石油、ガス、エコキュートと

いう３つの熱源すべての給湯器で「ウルトラファイン

バブル機能」をラインアップするなど当社ならではの

商品開発をおこなってまいりました。

　一方、生産・購買部門におきましては、原材料



3

親会社株主に帰属する当期純利益 （単位：百万円）

中間期  財務ハイライト（連結）

売上高 （単位：百万円） 経常利益 （単位：百万円）
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中間期  セグメント別売上高の推移

エコフィールやエコジョーズ
といった高効率給湯器は好
調だったが、全体では微減

11,037百万円
（0.8％減）

給湯機器

ハウスメーカー向けのヒート
ポンプ式熱源機が好調

6,937百万円
（3.9％増）

空調機器 システム機器
543百万円（0.5％増）

ソーラー機器・その他
1,586百万円（4.4％増）

エンジニアリング部門
1,026百万円（19.4％減）
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中間期 7,31810,076 20,234

11,037 6,937

売上高に占める比率
（2026年中間期）

給湯機器
52.2％空調機器

32.8％

ソーラー機器・その他
7.5％

エンジニアリング部門
4.9％

システム機器
2.6％



トピックス

5

新CM「温度をつくる・
ウルトラファインバブル機能
搭載給湯器篇」を公開
　2026年7月よりCMをリニューアルいたしました。
毎日の入浴や洗面をより快適にする「ウルトラファイ
ンバブル機能搭載の給湯器」をクローズアップした
CMになっています。

霜取り運転時間を大幅に短縮した
CHOFUオリジナル全館空調システムを新発売
　2025年にリニューアルし
た横置きタイプに引き続き、
CHOFUオリジナル全館空
調システム「YAシリーズ」の
縦置きタイプもリニューアル
しました。霜取り運転時の温
風停止時間を大幅に短縮し
温かい室内がより続くように
なりました。

専用の機械室を設けて設置
吸込みダクト不要

縦置きタイプイメージ

■ 霜取り運転中の室内温度

プレヒート機能により

適切な運転方法により

室温
アップ

【プレヒート機能ありの除霜】

【従来の除霜】

室
内
温
度

時間

時間

室
内
温
度

霜取り運転

室温

除霜時間 約1/2除霜時間 約1/2

室温の低下 約1/3 室温の低下 約1/3 

霜取り運転

プレヒート
機能

プレヒート
機能

プレヒート
機能



株 式 の 状 況  2026年6月30日現在

6

株価・出来高の推移（東京証券取引所）

ローソク足の読み方
株価（円）

高値
終値

始値 安値

終値

始値 高値

安値

出来高（千株）

株式の状況

（注）持株比率は自己株式を控除して算出しております。

■ 発行可能株式総数
■ 発行済株式の総数
　　  （うち自己株式）
■ 株主数
■ 大株主（上位10名）

長府物産株式会社 

株式会社長府精機 

株式会社長府共済会 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

株式会社西日本シティ銀行 

株式会社山口銀行 

株式会社ノーリツ

LIM JAPAN EVENT MASTER FUND

株式会社日本カストディ銀行（信託口）

明治安田生命保険相互会社 

4,313
4,097
3,174
2,540
1,684
1,658
1,079
784
756
722

12.68
12.05
9.33
7.47
4.95
4.87
3.17
2.30
2.22
2.12

持株数（千株）

77,750,000株
34,239,312株
（237,854株）

12,916名
持株比率（%）

地域別
株式分布状況

外国
11.31％ 中国地方

50.78％
関東地方

23.53％

九州地方
5.93％

その他
8.45％

所有者別
株式分布状況

外国法人等
11.31％

自己名義株式
0.69％

金融商品取引業者
3.94％

その他の法人
43.84％

金融機関
26.12％

個人・その他
14.10％

株価（円）
3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0

出来高（千株）
3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

07 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
2025年2024年

1 2 3 4 5 6
2026年



株主メモ

事 業 年 度

定時株主総会

基 準 日

　　　　　　　　　
配当金受領株主確定日

　　　　　　　　　
公 告 の 方 法

　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
株主名簿管理人
同 連 絡 先

　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
特別口座の口座管理機関
同 連 絡 先

　　　　　　　
　　　　　　　
　　　　　　　
上場証券取引所

単 元 株 式 数

各種お手続き等

1.

2.

3.
　

4.
　

5.

　
　
　
　
6.

　
　
　
　
7.

　
　
　
　
8.

9.

10.

毎年1月1日から12月31日まで

毎年3月中に開催

定時株主総会については12月31日　　　　　　　　　　
その他の必要がある場合は、あらかじめ公告して定めた日

期末配当金　12月31日　　　　　　　　　　　　　　
中間配当金　　6月30日

電子公告により行います。ただし、事故等その他やむを得ない
事由によって電子公告ができない場合は、日本経済新聞に
掲載いたします。　　　　　　　　　　　　　　　　　
貸借対照表、損益計算書については、EDINETに掲載いた
します。

三菱UFJ信託銀行株式会社　　　　　　　　　　　  
三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部　　　 
〒541-8502　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
大阪市中央区伏見町3丁目6番3号　　　　　　　　　
TEL 0120-094-777（通話料無料）

三井住友信託銀行株式会社　　　　　　　　　　　　 
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部　　　　　　
　　 〒168-8620　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　東京都杉並区和泉2丁目8番4号　　　　　　　　
　　TEL 0120-707-843（通話料無料）

東京証券取引所 プライム市場 証券コード（5946）

100株

①株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつき
ましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券
会社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証
券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱UFJ
信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。　
②特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつき
ましては、三井住友信託銀行が口座管理機関となっておりま
すので、三井住友信託銀行にお問合せください。株主名簿管
理人である三菱UFJ信託銀行ではお手続きできませんので、
ご注意ください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
③未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支
店でお支払いいたします。

株主優待制度のご案内

　株主の皆様の日頃からのご支援に感謝し、当社株式の保有株
式数に応じて、次のとおり株主優待制度を設けております。

株主優待制度の内容
　（1）対象となる株主様
　　　 12月31日現在の株主名簿に記載された1単元（100株）
　　  以上かつ保有期間1年以上の株主様を対象といたします。

　（2）株主優待の内容
　　　 以下の基準により、クオカードを贈呈いたします。

　（3）贈呈時期
　　　 3月開催の定時株主総会終了後にお送りする「定時株主
　　  総会決議ご通知」に同封してご送付することを予定しており
　　  ます。

保有株式数 優待内容
100株以上 500株未満
500株以上 1,000株未満
1,000株以上

クオカード 2,000円分
3,000円分
5,000円分

クオカード
クオカード

カレンダー廃止のお知らせ

　弊社では、6月30日現在100株以上ご所有の株主様に対し、毎
年カレンダーをお届けしてまいりましたが、持続可能な開発目標
（SDGs）への取り組みの一環として、環境保全の観点から、本年
より配布を廃止することとなりました。長年にわたり、弊社カレン
ダーをご利用いただきました株主様には、ご不便をおかけすることと
なり、誠に申し訳ありませんが、何卒ご理解を賜りますようお願い申
し上げます。




